
第３　国有資産等所在市町村交付金

第２－26表　　国有資産等所在市町村交付金の推移

（単位：千円、％）

29/28 30/29 R1/30 R2/R1

貸付資産 2,696,662 2,578,806 2,575,579 2,570,917 2,401,442 △ 4.4 △ 0.1 △ 0.2 △ 6.6

空港の用に供する
固定資産

0 0 0 0 0 － － － －

国有林野に
係る土地

43,267 45,828 48,222 50,529 52,719 5.9 5.2 4.8 4.3

発電所、変電所又は
送電施設の用に
供する固定資産

76,952 121,986 110,372 103,985 98,488 58.5 △ 9.5 △ 5.8 △ 5.3

水道施設等の用に
供する固定資産

821,485 812,029 800,351 805,539 794,433 △ 1.2 △ 1.4 0.6 △ 1.4

計 3,638,366 3,558,649 3,534,524 3,530,970 3,347,082 △ 2.2 △ 0.7 △ 0.1 △ 5.2

（注）１　「概要調書（第89表）」による。

２　各欄において表示単位未満を四捨五入しており、計は一致しない場合がある。

　令和２年度における交付金額は、前年度に比べ、5.2％の減となっている。（第２－26表）
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